
その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 ■ m3 84.9 0.439 0.0
水道及び工業用水道 ■ m3 84.9

0.0
合　計 54.7 3.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 3,482.6 9.76 34.0 0.489 1.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.9
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 342.0 36.70 12.6

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 159.8 50.80 8.1 0.016 0.5
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 3

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

柏小学校に既存併設。LPGは実測値。灯油は購入量。電気、水道、下水道は按分。

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 3

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 9 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 148.75 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柏町４－８－４

0 0 8 3

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 柏第二学童保育所・柏第三学童保育所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

  必要のない電化製品のコンセントを抜く。不要時、離席時のパソコン電源OFF。 パソコンのディスプレーの照度を50%程度
下げる。 白熱電球の原則使用停止。 トイレ等の点灯を使用時のみとする。 冷蔵庫の設定温度を高から中へ。 室内温度が
２９℃となるよう冷房温度の設定。 

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 ■ m3 36.2 0.439 0.0
水道及び工業用水道 ■ m3 36.2

0.0
合　計 33.5 1.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 3,432.2 9.76 33.5 0.489 1.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

第九小学校に既存併設、電気、水道・下水道は按分

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 9 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 66.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

上砂町２－１８－１

0 0 8 4

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 上砂学童保育所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

  必要のない電化製品のコンセントを抜く。不要時、離席時のパソコン電源OFF。 パソコンのディスプレーの照度を50%程度
下げる。 白熱電球の原則使用停止。 トイレ等の点灯を使用時のみとする。 冷蔵庫の設定温度を高から中へ。 室内温度が
２９℃となるよう冷房温度の設定。 

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 1.2

0.251 0.4
公共下水道 □ m3 1,738.0 0.439 0.8
水道及び工業用水道 □ m3 1,738.0

0.0
合　計 739.7 37.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 41,077.0 9.76 400.9 0.489 20.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 16.9
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 7,529.3 45.00 338.8

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 37

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

54.8

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 19

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 36

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 655.99 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

羽衣町２－５１－７

0 0 8 5

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 羽衣保育園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

緑のカーテン・打ち水の実施。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C108 温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止

C104 採光を利用した消灯の実施

C133 可能な限り低い照度設定

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 1.1

0.251 0.4
公共下水道 □ m3 1,556.0 0.439 0.7
水道及び工業用水道 □ m3 1,556.0

0.0
合　計 525.7 26.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 24,938.0 9.76 243.4 0.489 12.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 14.1
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 6,272.6 45.00 282.3

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 27

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

70.4

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 13

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 26

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 368.88 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

高松町１－１８－７

0 0 8 6

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 高松保育園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

緑のカーテン・打ち水の実施。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C108 温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止

C104 採光を利用した消灯の実施

C133 可能な限り低い照度設定

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 1.3

0.251 0.5
公共下水道 □ m3 1,900.0 0.439 0.8
水道及び工業用水道 □ m3 1,900.0

0.0
合　計 755.5 37.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 50,967.0 9.76 497.4 0.489 24.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 12.9
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 5,734.2 45.00 258.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 38

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 19

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 37

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 983.40 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

栄町５－３８－１

0 0 8 8

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 中砂保育園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

緑のカーテン・打ち水の実施。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C108 温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止

C104 採光を利用した消灯の実施

C133 可能な限り低い照度設定

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 1.4

0.251 0.5
公共下水道 □ m3 2,060.0 0.439 0.9
水道及び工業用水道 □ m3 2,060.0

0.0
合　計 772.5 38.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 31,893.0 9.76 311.3 0.489 15.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 23.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 10,249.4 45.00 461.2

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 39

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

65.3

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 19

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 38

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 581.39 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柴崎町１－１６－２３

0 0 8 9

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 柴崎保育園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

緑のカーテン・打ち水の実施。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C108 温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止

C104 採光を利用した消灯の実施

C133 可能な限り低い照度設定

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 1.5

0.251 0.6
公共下水道 □ m3 2,233.0 0.439 1.0
水道及び工業用水道 □ m3 2,233.0

0.0
合　計 696.0 34.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 36,037.0 9.76 351.7 0.489 17.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 17.2
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 7,651.1 45.00 344.3

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 35

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

50.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 17

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 34

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 679.18 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

富士見町１－１８－１６

0 0 9 0

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 西立川保育園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

緑のカーテン・打ち水の実施。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C108 温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止

C104 採光を利用した消灯の実施

C133 可能な限り低い照度設定

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 1.6

0.251 0.6
公共下水道 □ m3 2,304.0 0.439 1.0
水道及び工業用水道 □ m3 2,304.0

0.0
合　計 920.0 46.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 33,937.0 9.76 331.2 0.489 16.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 29.4
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 13,084.6 45.00 588.8

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 46

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

64.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 23

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 45

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 694.80 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

栄町３－３３－３

0 0 9 1

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 栄保育園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

緑のカーテン・打ち水の実施。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C108 温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止

C104 採光を利用した消灯の実施

C133 可能な限り低い照度設定

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.6

0.251 0.2
公共下水道 □ m3 878.0 0.439 0.4
水道及び工業用水道 □ m3 878.0

0.0
合　計 377.8 19.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 18,524.0 9.76 180.8 0.489 9.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.5
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 189.0 36.70 6.9

0.014 9.1
その他（LPG） □ kg 136.5 50.80 6.9 0.016 0.4
都市ガス □ Nm3 4,069.6 45.00 183.1

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 19

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

32.4

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 9

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 19

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 9 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 586.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柴崎町５－１１－２６

0 0 9 2

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ドリーム学園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

緑のカーテン・打ち水の実施。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D108 その他設備の定期的な保守・点検

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C108 温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止

C104 採光を利用した消灯の実施

C133 可能な限り低い照度設定

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.8

0.251 0.3
公共下水道 □ m3 1,202.0 0.439 0.5
水道及び工業用水道 □ m3 1,111.0

0.0
合　計 567.4 28.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 58,137.0 9.76 567.4 0.489 28.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 28

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 14

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 28

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0 5 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 166,036.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

錦町６－２９－６２

0 0 9 3

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川公園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

A205 取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.6

0.251 0.2
公共下水道 □ m3 871.0 0.439 0.4
水道及び工業用水道 □ m3 871.0

0.0
合　計 456.5 22.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 46,771.0 9.76 456.5 0.489 22.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 22

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

1.8

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 11

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 22

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0 5 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 11,837.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柴崎町１－１－８

0 0 9 4

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 諏訪の森公園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

A205 取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.4

0.251 0.2
公共下水道 □ m3 651.0 0.439 0.3
水道及び工業用水道 □ m3 651.0

0.0
合　計 221.3 11.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 22,674.0 9.76 221.3 0.489 11.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 11

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.8

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 5

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 11

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0 5 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 12,723.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

砂川町７－８－１４

0 0 9 5

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 砂川公園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

A205 取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.3

0.251 0.1
公共下水道 □ m3 443.0 0.439 0.2
水道及び工業用水道 □ m3 443.0

0.0
合　計 551.3 27.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 54,607.0 9.76 533.0 0.489 26.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.9
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 407.9 45.00 18.4

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 27

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

64.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 14

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 27

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

7 9 6 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 417.39 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

羽衣町３－２０－２３

0 0 9 6

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市斎場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 88.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 88.0

0.0
合　計 95.3 4.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 9,767.0 9.76 95.3 0.489 4.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 4

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

3.2

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 4

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 1,245.60 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町２－２６－１３

0 0 9 7

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市緑川第四駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 57.3 2.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 5,868.0 9.76 57.3 0.489 2.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

1.4

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 1,392.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町３－１９－２２

0 0 9 8

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市緑川第五駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 31.3 1.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 3,206.0 9.76 31.3 0.489 1.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.3

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 3,122.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町３－１７－３４

0 0 9 9

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市緑川第六駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 97.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 97.0

0.0
合　計 160.9 8.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 16,481.0 9.76 160.9 0.489 8.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 8

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

3.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 4

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 8

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 2,170.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町２－１５－１６

0 1 0 2

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立川駅北口第三有料自転車等駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 59.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 59.0

0.0
合　計 139.4 7.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 14,285.0 9.76 139.4 0.489 7.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 6

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

3.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 3

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 6

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 1,643.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町１－１－３３

0 1 0 3

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立川駅西地下道有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 40.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 40.0

0.0
合　計 167.2 8.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 17,130.0 9.76 167.2 0.489 8.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 8

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

13.4

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 4

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 8

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 595.56 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

錦町２－１－４

0 1 0 5

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立川駅南口立体有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 141.6 7.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 14,513.0 9.76 141.6 0.489 7.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 7

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

4.8

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 3

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 7

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 1,443.28 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

上砂町４－５２－１

0 1 0 6

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市武蔵砂川駅第一有料自転車等駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 18.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 18.0

0.0
合　計 79.4 4.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 8,131.0 9.76 79.4 0.489 4.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 3

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

3.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 3

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 951.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

上砂町４－５０－１

0 1 0 7

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市武蔵砂川駅第二有料自転車等駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 44.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 44.0

0.0
合　計 95.8 4.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 9,812.0 9.76 95.8 0.489 4.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 4

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

10.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 4

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 377.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

富士見町１－３６－１０

0 1 0 8

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市西立川駅有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 77.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 77.0

0.0
合　計 134.2 6.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 13,750.0 9.76 134.2 0.489 6.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 6

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

3.4

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 3

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 6

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 1,735.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柴崎町３－９－２５

0 1 1 0

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立川駅南口第二有料自転車等駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 48.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 48.0

0.0
合　計 157.8 7.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 16,164.0 9.76 157.8 0.489 7.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 7

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

24.5

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 4

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 7

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 285.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

錦町１－３－１９

0 1 1 1

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立川駅南口第一タワー有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 59.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 55.0

0.0
合　計 148.5 7.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 15,211.0 9.76 148.5 0.489 7.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 7

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

32.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 3

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 7

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 218.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柴崎町２－３－２０

0 1 1 2

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立川駅南口第二タワー有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 24.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 24.0

0.0
合　計 69.1 3.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 7,076.0 9.76 69.1 0.489 3.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 3

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

4.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 3

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 625.16 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

西砂町１－２３－８

0 1 1 3

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市西武立川駅北口有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 86.2 4.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 8,834.0 9.76 86.2 0.489 4.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 4

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

6.3

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 4

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 629.66 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

羽衣町３－１－２５

0 1 1 4

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市西国立駅第一有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 105.5 5.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 10,807.0 9.76 105.5 0.489 5.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 5

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

4.9

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 5

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 1,002.15 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

錦町１－２４－２０

0 1 1 5

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市西国立駅第二有料自転車等駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 46.9 2.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 4,806.0 9.76 46.9 0.489 2.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

5.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 354.94 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

羽衣町１－２５－２３

0 1 1 6

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市西国立駅第三有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 7.4 0.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 757.0 9.76 7.4 0.489 0.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 174.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柴崎町２－５－１

0 1 1 9

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川駅南口第三有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名
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